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第１章 総則 

第１節 計画の位置付け 

この計画は、赤井川村地域防災計画（原子力防災計画編）第２章第３節に定める、避難等に

関する計画であって、住民等の防護対策を実施するに当たり、必要な事項を定めるものである。 

なお、国の原子力災害対策指針等の改正、原子力防災訓練その他の取組の検証結果を踏まえ、

必要に応じて、赤井川村地域防災計画（原子力防災計画編）とともに見直しを行うものとする。 

 

第２節 計画の性格 

原子力災害は、放射線による被ばくが通常五感には感じられないことや被ばくの程度が自ら

判断できないこと、災害に対処するためには放射線等に関する知識を必要とすること等の特殊

性を有していることから、原子力災害発生時における住民等の適切な行動の確保と混乱の防止

を図るため、住民等への防護措置に関して、必要な事項を定めるものとする。 
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第２章 避難計画の基本的事項 

第１節 避難等の目的及び基本的な考え方 

１．避難等の目的 

原子力災害の発生に際し、住民等が一定量以上の被ばくを受ける可能性がある場合、そ

の被ばくから保護し、又はそれを低減するために、必要に応じ、避難等の防護対策を講ず

る。 

２．防護措置等の基本的な考え方 

原子力災害に伴う被ばくの形態には、外部被ばくと内部被ばくがあり、外部被ばくに関

しては、線源からできるだけ距離を隔て、放射線を遮へいし、放射線を浴びる時間を短く

することを原則とし、内部被ばくに関しては、放射性物質で汚染された空気や食物等を体

内に取り込まないようにすることを基本として、必要な防護対策を講ずる。 

 

第２節 防護対策等に係る判断基準 

１．緊急事態区分及び緊急時活動レベル（ＥＡＬ） 

緊急事態区分及び泊発電所の状態に基づき各緊急事態区分を判断するＥＡＬ（Emergency 

Action Level：緊急時活動レベル）の枠組みについては、原子力規制委員会が定める原子

力災害対策指針等によるものとし、次のとおりとする。 

当該資料は、原子力災害対策指針で定める「各緊急事態区分を判断するＥＡＬの枠組み」

であり、今後改定に合わせて差し替えていくものである。 

なお、泊発電所１、２、３号機については、原子炉等規制法第 43 条の３の６第１項第４

号の基準に適合するまでの間は、次の(1)に該当する。 

また、事態の進展によっては全面緊急事態に至るまでの時間的間隔がない場合等があり

得ることに留意するものとする。 
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(1) 実用発電用原子炉（東京電力株式会社福島第一原子力発電所原子炉施設のうち、１号

炉、２号炉、３号炉及び４号炉を除く。）に係る原子炉の運転等のための施設（当該施

設が炉規法第 43 条の３の６第１項第４号の基準に適合しない場合に限る。）であって、

使用済燃料貯蔵槽内にのみ 照射済燃料集合体が存在する施設であって、照射済燃料集

合体が十分な期間にわたり冷却されたものとして原子力規制委員会が定めたもの 及び

使用済燃料貯蔵槽内に照射済燃料集合体が存在しない施設以外のもの。 

 

ア 情報収集事態 

情報収集事態を判断する事象の概要 

①泊村（立地村）において、震度５弱又は震度５強の地震が発生した場合 

 

イ 警戒事態 

警戒事態を判断する事象の概要 

①使用済燃料貯蔵槽の水位を維持できないこと、又は当該貯蔵槽の水位を一定時間以上

測定できないこと。 

②当該原子力事業所所在市町村において、震度６弱以上の地震が発生した場合 

③当該原子力事業所所在市町村沿岸を含む津波予報区において、大津波警報が発表され

た場合 

④東海地震予知情報又は東海地震注意情報が発表された場合 

⑤オンサイト総括が警戒を必要と認める当該原子炉施設の重要な故障等が発生した場合 

⑥その他原子炉施設以外に起因する事象が原子炉施設に影響を及ぼすおそれがあること

を認知した場合など、委員長又は委員長代行が警戒本部の設置が必要と判断した場合 

※ ④に掲げるものについては、中部電力株式会社浜岡原子力発電所に設置される原子炉

に係る原子炉の運転等のための施設に限る。 

 

ウ 施設敷地緊急事態 

施設敷地緊急事態を判断する事象の概要 

①使用済燃料貯蔵槽の水位が照射済燃料集合体の頂部から上方２m の水位まで低下する

こと。 

②原子力事業所の区域の境界付近等において原災法第 10 条に基づく通報の判断基準と

して政令等で定める基準以上の放射線量又は放射性物質が検出された場合（事業所外

運搬に係る場合を除く。） 

③その他原子炉施設以外に起因する事象が原子炉施設に影響を及ぼすおそれがあるこ

と等放射性物質又は放射線が原子力事業所外へ放出され、又は放出されるおそれがあ

り、原子力事業所周辺において、緊急事態に備えた防護措置の準備及び防護措置の一

部の実施を開始する必要がある事象が発生すること。 
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エ 全面緊急事態 

全面緊急事態を判断する事象の概要 

①使用済燃料貯蔵槽の水位が照射済燃料集合体の頂部の水位まで低下すること。 

②原子力事業所の区域の境界付近等において原災法第 15 条に基づく緊急事態宣言の判

断基準として政令等で定める基準以上の放射線量又は放射性物質が検出された場合

（事業所外運搬に係る場合を除く。） 

③その他原子炉施設以外に起因する事象が原子炉施設に影響を及ぼすおそれがあるこ

と等放射性物質又は放射線が異常な水準で原子力事業所外へ放出され、又は放出され

るおそれがあり、原子力事業所周辺の住民の避難を開始する必要がある事象が発生す

ること。 
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(2) 加圧水型軽水炉（実用発電用のものに限る。）に係る原子炉の運転等のための施設（当

該施設が炉規法第 43 条の３の６第１項第４号の基準に適合しない場合又は原子炉容器

内に照射済燃料集合体が存在しない場合を除く。） 

 

ア 情報収集事態 

情報収集事態を判断する事象の概要 

①泊村（立地村）において、震度５弱又は震度５強の地震が発生した場合 

 

イ 警戒事態 

警戒事態を判断する事象の概要 

①原子炉の運転中に原子炉保護回路の１チャンネルから原子炉停止信号が発信され、そ

の状態が一定時間継続された場合において、当該原子炉停止信号が発信された原因を

特定できないこと。又は原子炉の非常停止が必要な場合において、原子炉制御室から

の制御棒の挿入操作により原子炉を停止することができないこと、若しくは停止した

ことを確認することができないこと。 

②原子炉の運転中に保安規定で定められた数値を超える原子炉冷却材の漏えいが起こ

り、定められた時間内に定められた措置を実施できないこと。、又は原子炉の運転中に

非常用炉心冷却装置の作動を必要とする原子炉冷却材の漏えいが発生すること。 

③原子炉の運転中に蒸気発生器への全ての主給水が停止した場合において、電動補助給

水ポンプ又はタービン動補助給水ポンプによる給水機能が喪失すること。 

④非常用交流母線が一となった場合において当該非常用交流母線に電気を供給する電源

が一となる状態が１５分間以上継続すること、全ての非常用交流母線からの電気の供

給が停止すること、又は外部電源喪失が３時間以上継続すること。 

⑤原子炉の停止中に当該原子炉から残留熱を除去する機能の一部が喪失すること。 

⑥使用済燃料貯蔵槽の水位が一定の水位まで低下すること。 

⑦原子炉制御室及び原子炉制御室外操作盤室からの原子炉の運転や制御に影響を及ぼす

可能性が生じること。 

⑧原子力事業所内の通信のための設備又は原子力事業所内と原子力事業所外との通信の

ための設備の一部の機能が喪失すること。 

⑨重要区域において、火災又は溢水が発生し、安全機器等の機能の一部が喪失するおそ

れがあること。 

⑩燃料被覆管障壁若しくは原子炉冷却系障壁が喪失するおそれがあること、又は、燃料

被覆管障壁若しくは原子炉冷却系障壁が喪失すること。 

⑪当該原子力事業所所在市町村において、震度６弱以上の地震が発生した場合 

⑫当該原子力事業所所在市町村沿岸を含む津波予報区において、大津波警報が発表され

た場合 

⑬オンサイト総括が警戒を必要と認める当該原子炉施設の重要な故障等が発生した場合 

⑭当該原子炉施設において新規制基準で定める設計基準を超える外部事象が発生した場

合（竜巻、洪水、台風、火山等） 

⑮その他原子炉施設以外に起因する事象が原子炉施設に影響を及ぼすおそれがあること

を認知した場合など委員長又は委員長代行が警戒本部の設置が必要と判断した場合。 
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ウ 施設敷地緊急事態 

施設敷地緊急事態を判断する事象の概要 

①原子炉の運転中に非常用炉心冷却装置の作動を必要とする原子炉冷却材の漏えいが

発生した場合において、非常用炉心冷却装置及びこれと同等の機能を有する設備のう

ち当該原子炉へ高圧又は低圧で注水するもののいずれかによる注水が直ちにできな

いこと。 

②原子炉の運転中に蒸気発生器への全ての給水機能が喪失すること。 

③全ての非常用交流母線からの電気の供給が停止し、かつ、その状態が 30 分以上継続

すること。 

④非常用直流母線が一となった場合において、当該直流母線に電気を供給する電源が一

となる状態が５分以上継続すること。 

⑤原子炉の停止中に当該原子炉から残留熱を除去する機能が喪失すること。 

⑥使用済燃料貯蔵槽の水位を維持できないこと又は当該貯蔵槽の水位を維持できてい

ないおそれがある場合において、当該貯蔵槽の水位を測定できないこと。 

⑦原子炉制御室及び原子炉制御室外操作盤室の環境が悪化することにより、原子炉の制

御に支障が生じること、又は原子炉若しくは使用済燃料貯蔵槽に異常が発生した場合

において、原子炉制御室に設置する原子炉施設の状態を表示する装置若しくは原子炉

施設の異常を表示する警報装置の機能の一部が喪失すること。 

⑧原子力事業所内の通信のための設備又は原子力事業所内と原子力事業所外との通信

のための設備の全ての機能が喪失すること。 

⑨火災又は溢水が発生し、安全機器等の機能の一部が喪失すること。 

⑩原子炉格納容器内の圧力又は温度の上昇率が一定時間にわたって通常の運転及び停

止中において想定される上昇率を超えること。 

⑪炉心の損傷が発生していない場合において、炉心の損傷を防止するために原子炉格納

容器圧力逃がし装置を使用すること。 

⑫燃料被覆管の障壁が喪失した場合において原子炉冷却系の障壁が喪失するおそれが

あること、燃料被覆管の障壁及び原子炉冷却系の障壁が喪失するおそれがあること、

又は燃料被覆管の障壁若しくは原子炉冷却系の障壁が喪失するおそれがある場合に

おいて原子炉格納容器の障壁が喪失すること。 

⑬原子力事業所の区域の境界付近等において原災法第 10 条に基づく通報の判断基準と

して政令等で定める基準以上の放射線量又は放射性物質が検出された場合（事業所外

運搬に係る場合を除く。）。 

⑭その他原子炉施設以外に起因する事象が原子炉施設に影響を及ぼすおそれがあるこ

と等放射性物質又は放射線が原子力事業所外へ放出され、又は放出されるおそれがあ

り、原子力事業所周辺において、緊急事態に備えた防護措置の準備及び防護措置の一

部の実施を開始する必要がある事象が発生すること。 
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エ 全面緊急事態 

全面緊急事態を判断する事象の概要 

①原子炉の非常停止が必要な場合において、制御棒の挿入により原子炉を停止すること

ができないこと又は停止したことを確認することができないこと。 

②原子炉の運転中に非常用炉心冷却装置の作動を必要とする原子炉冷却材の漏えいが

発生した場合において、全ての非常用炉心冷却装置及びこれと同等の機能を有する設

備による注水が直ちにできないこと。 

③原子炉の運転中に蒸気発生器への全ての給水機能が喪失した場合において、全ての非

常用炉心冷却装置及びこれと同等の機能を有する設備による注水が直ちにできない

こと。 

④原子炉格納容器内の圧力又は温度が当該格納容器の設計上の最高使用圧力又は最高

使用温度に達すること。 

⑤全ての交流母線からの電気の供給が停止し、かつ、その状態が１時間以上継続するこ

と。 

⑥全ての非常用直流母線からの電気の供給が停止し、かつ、その状態が５分以上継続す

ること。 

⑦炉心の損傷の発生を示す原子炉格納容器内の放射線量又は原子炉容器内の出口温度

を検知すること。 

⑧蒸気発生器の検査その他の目的で一時的に原子炉容器の水位を下げた状態で、当該原

子炉から残留熱を除去する機能が喪失し、かつ、燃料取替用水貯蔵槽からの注水がで

きないこと。 

⑨使用済燃料貯蔵槽の水位が照射済燃料集合体の頂部から上方２ｍの水位まで低下す

ること、又は当該水位まで低下しているおそれがある場合において、当該貯蔵槽の水

位を測定できないこと。 

⑩原子炉制御室及び原子炉制御室外操作盤室が使用できなくなることにより、原子炉制

御室からの原子炉を停止する機能及び冷温停止状態を維持する機能が喪失すること

又は原子炉若しくは使用済燃料貯蔵槽に異常が発生した場合において、原子炉制御室

に設置する原子炉施設の状態を表示する装置若しくは原子炉施設の異常を表示する

警報装置の全ての機能が喪失すること。 

⑪燃料被覆管の障壁及び原子炉冷却系の障壁が喪失した場合において、原子炉格納容器

の障壁が喪失するおそれがあること。 

⑫原子力事業所の区域の境界付近等において原災法第 15 条に基づく緊急事態宣言の判

断基準として政令等で定める基準以上の放射線量又は放射性物質が検出された場合

（事業所外運搬に係る場合を除く。）。 

⑬その他原子炉施設以外に起因する事象が原子炉施設に影響を及ぼすこと等放射性物

質又は放射線が異常な水準で原子力事業所外へ放出され、又は放出されるおそれがあ

り、原子力事業所周辺の住民の避難を開始する必要がある事象が発生すること。 
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２．運用上の介入レベル（ＯＩＬ） 

放射性物質の放出後の防護措置の実施を判断する基準となるＯＩＬ（Operational 

Intervention Level：運用上の介入レベル）については、原子力規制委員会が定める原子

力災害対策指針によるものとし、次のとおりとする。 

 

 基準の種類 基準の概要 初期設定値※１ 防護措置の概要 

緊
急
防
護
措
置 

ＯＩＬ１ 

地表面からの放射線、再
浮遊した放射性物質の
吸入、不注意な経口摂取
による被ばく影響を防
止するため、住民等を数
時間内に避難や屋内退
避等させるための基準 

500μSv/h 
（地上１ｍで計測した場合の空間放射線量率※２） 

数時間内を目途
に区域を特定し、
避難等を実施（移
動が困難な者の
一時屋内退避を
含む） 

ＯＩＬ４ 

不注意な経口摂取、皮膚
汚染からの外部被ばく
を防止するため、除染を
講じるための基準 

β線：40,000cpm※３ 
（皮膚から数 cm での検出器の計数率） 

避難基準に基づ
いて避難した避
難 者 等 を ス ク
リーニングして、
基準を超える際
は迅速に除染 

β線：13,000cpm※４【１ヶ月後の値】 
（皮膚から数 cm での検出器の計数率） 

早
期
防
護
措
置 

ＯＩＬ２ 

地表面からの放射線、再
浮遊した放射性物資の
吸入、不注意な経口摂取
による被ばく影響を防
止するため、地域生産物
※５の摂取を制限すると
ともに、住民等を１週間
程度内に一時移転させ
るための基準 

20μSv/h 
（地上１ｍで計測した場合の空間放射線量率※２） 

１日内を目途に
区域を特定し、地
域生産物の摂取
を制限するとと
もに１週間程度
内に一時移転を
実施 

飲
食
物
摂
取
制
限
※
９ 

飲 食物に係
るスクリー
ニング基準 

ＯＩＬ６による飲食物
の摂取制限を判断する
準備として、飲食物中の
放射性核種濃度測定を
実施すべき地域を特定
する際の基準 

0.5μSv/h※６ 
（地上１ｍで計測した場合の空間放射線量率※２） 

数日内を目途に
飲食物中の放射
性核種濃度を測
定すべき区域を
特定 

ＯＩＬ６ 

経口摂取による被ばく
影響を防止するため、飲
食物の摂取を制限する
際の基準 

核種※７ 
飲料水 

牛乳・乳製品 
野菜類、穀類、肉、
卵、魚、その他 

１週間内を目途
に飲食物中の放
射性核種濃度の
測定と分析を行
い、基準を超える
ものにつき摂取
制限を迅速に実
施 

放射性ﾖｳ素 300Bq/kg 2,000Bq/kg※８ 
放射性ｾｼｳﾑ 200Bq/kg 500Bq/kg 
ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ及び
超ｳﾗﾝ元素の 
ｱﾙﾌｧ核種 

1Bq/kg 10Bq/kg 

ｳﾗﾝ 20Bq/kg 100Bq/kg 
※１ 「初期設定値」とは緊急事態当初に用いるＯＩＬの値であり、地上沈着した放射性核種組成が明確になった時点で必要な場合にはＯＩＬ

の初期設定値は改定される。 

※２ 本値は地上１ｍで計測した場合の空間放射線量率である。実際の適用に当たっては、空間放射線量率計測機器の設置場所における線量率

と地上１ｍでの線量率との差異を考慮して、判断基準の値を補正する必要がある。ＯＩＬ１については緊急時モニタリングにより得られ

た空間放射線量率（１時間値）がＯＩＬ１の基準値を超えた場合、ＯＩＬ２については、空間放射線量率の時間的・空間的な変化を参照

しつつ、緊急時モニタリングにより得られた空間放射線量率（１時間値）がＯＩＬ２の基準値を超えたときから起算しておおむね１日が

経過した時点の空間放射線量率（１時間値）がＯＩＬ２の基準値を超えた場合に、防護措置の実施が必要であると判断する。 

※３ 我が国において広く用いられているβ線の入射窓面積が 20cm2の検出器を利用した場合の計数率であり、表面汚染密度は約 120Bq/cm2相

当となる。 

他の計測器を使用して測定する場合には、この表面汚染密度より入射窓面積や検出効率を勘案した計数率を求める必要がある。 

※４ ※３と同様、表面汚染密度は約 40Bq/cm2相当となり、計測器の仕様が異なる場合には、計数率の換算が必要である。 

※５ 「地域生産物」とは、放出された放射性物質により直接汚染される野外で生産された食品であって、数週間以内に消費されるもの（例え

ば、野菜、該当地域の牧草を食べた牛の乳）をいう。 

※６ 実効性を考慮して、計測場所の自然放射線によるバックグラウンドによる寄与も含めた値とする。 

※７ その他の核種の設定の必要性も含めて今後検討する。その際、ＩＡＥＡのＧＳＧ－２におけるＯＩＬ６値を参考として数値を設定する。 

※８ 根菜、芋類を除く野菜類が対象。 

※９ ＩＡＥＡでは、飲食物摂取制限が効果的かつ効率的に行われるよう、飲食物中の放射性核種濃度の測定が開始されるまでの間に暫定的な

飲食物摂取制限の実施及び当該測定の対象の決定に係る基準であるＯＩＬ３等を設定しているが、我が国では、放射性核種濃度を測定す

べき区域を特定するための基準である「飲食物に係るスクリーニング基準」を定める。 
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第３節 緊急事態における防護措置等 

１．泊発電所の緊急事態区分に応じた防護措置等 

泊発電所の緊急事態区分に応じた防護措置等については、次のとおりとする。 

 

区  分 体制整備 情報提供 モニタリング 防護措置 

緊 

 

急 

 

事 

 

態 

 

区 

 

分 

情報収集 

事  態 

・要員参集 

（第１非常配備） 
－ － － 

警戒事態 

・要員参集 

（第２非常配備） 

・情報収集、連絡体

制の構築 

－ － － 

敷地施設 

緊急事態 

・要員参集 

（第３非常配備） 

・情報収集、連絡体

制の構築 

・住民等への情報

伝達 

・今後の情報につ

いて住民等への

注意喚起 

・緊急時モニタリ

ングへの協力 

【屋内退避】 

・屋内退避準備※１ 

 

全面緊急 

事  態 

・要員参集 

（第３非常配備） 

・国及び道への応援

要請 

・住民等への情報

伝達 

・緊急時モニタリ

ングへの協力 

【屋内退避】 

・屋内退避の実施 

【安定ヨウ素剤】 

・安定ヨウ素剤の服用準備

（配布等） 

【防護措置基準に基づく 

防護措置への対応】 

・避難、一時移転､避難退域

時検査及び簡易除染の準

備（避難・一時移転先、

輸送手段、当該検査及び

簡易除染の場所の確保

等） 

※１：住民に対し、帰宅や不要不急の外出を控えることを要請するとともに、全面緊急事態に備え、屋内
避難の方針及び対象者数を把握・共有を図る。 

２．放射性物質が環境へ放出された場合の防護措置等 

空間放射線量率等に基づく防護措置等については、次のとおりとする。 

 

区  分 情報提供 モニタリング 防護措置 

緊
急
防
護
措
置 

ＯＩＬ１ ・住民等への情報伝達 
・緊急時モニタリング

への協力 

【避難】 

・避難の実施 

ＯＩＬ４ ・住民等への情報伝達 － 
【避難退域時検査及び簡易除染】 

・避難退域時検査及び簡易除染の実施 

早
期
防
護
措
置 

ＯＩＬ２ ・住民等への情報伝達 
・緊急時モニタリング

への協力 

【一時移転】 

・一時移転の実施 

飲
食
物
摂
取
制
限 

飲食物に係る

スクリーニン

グ基準 

・住民等への情報伝達 
・緊急時モニタリング

への協力 

【飲食物摂取制限】 

・個別品目の放射性物質の濃度測定 

ＯＩＬ６ ・住民等への情報伝達 
・個別品目の放射性物

質の濃度測定を実施 

【飲食物摂取制限】 

・飲食物摂取制限の実施 
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第４節 防護措置決定の流れ 

村は、原子力災害対策指針で定めたＥＡＬ及びＯＩＬの判断基準や防護措置の考え方を踏ま

え、国や道の指示又は独自の判断により、前節の区分に応じ、住民等に対する防護措置を迅速

かつ的確に実施する。 

なお、村は、国から避難の指示案を示された場合は、当該指示案に対して速やかに意見を述

べることとする。 

 

第５節 防護対策区域の状況 

原子力災害対策を重点的に実施すべき区域の状況については、図２－４－１及び下表のとお

りである。 

■図２－４－１ 防護対策区域図■ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：北海道地域防災計画（原子力防災計画資料編）（令和３年 11 月）より作成 
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■ＵＰＺ内の人口構成とその分布状況■ 

ＯＩＬ地点名 
避 難 

区域名 

世
帯
数 

人
口 

性別 要配慮者の状況 

男 女 

０
～
５
歳 

６
～
18
歳 

妊
婦 

外
国
人 

避
難
行
動 

 

 

要
支
援
者 

（世帯） （人） （人） （人） （人） （人） （人） （人） （人） 

ＥＮＥ－26 

（赤井川村赤

井川モニタリ

ングポスト） 

日ノ出、 

中央、 

母沢 

63 134 72 62 5 17 0 1 15 

１町内、 

共栄、 

富田、 

１池田、 

２池田 

153 285 131 154 8 25 1 2 42 

２町内、 

旭丘 
185 347 170 177 17 44 2 11 23 

Ｅ－27 

（都小学校） 

曲川、 

１都、 

２都 

110 225 106 119 10 30 0 1 24 

Ｅ－31 

（旧落合小学

校グラウンド） 

※ＵＰＺ外 

落合 24 47 25 22 3 6 1 2 1 

Ｅ－37 

（山村活性化

支援センター） 

※ＵＰＺ外 

常盤 104 112 74 38 2 1 0 68 0 

計 
639 1,150 578 572 45 123 4 85 264 

資料：北海道地域防災計画（原子力防災計画資料編）（令和３年 11 月）より作成 

 

 

第６節 避難等の事前準備 

村は、避難及び一時移転はバス等による輸送のほか自家用車等によるものとし、バス等や自

家用車等による避難予定者を事前に把握し、集合場所、避難所（一時滞在場所を含む。）を定め

るとともに、職員の中から避難誘導責任者及び避難所責任者を指定しておくものとする。 

また、早期の避難が困難な要配慮者をあらかじめ把握しておくとともに、当該住民が避難よ

りも一旦屋内退避を優先することが必要な場合に備え、気密性の向上等の放射線防護対策を講

じた施設又はコンクリート建物を把握しておく。 

なお、避難退域時検査（国からの指示に基づき、避難住民等に対し、防護措置を実施すべき

基準以下であるか否かを確認する検査）及び簡易除染（着替え、拭き取り、簡易除染剤やシャ

ワーの利用等）に関しては、道の原子力災害医療活動実施要領に基づき実施するものとし、今

後、道において原子力災害医療活動実施要領の見直しがあった場合には、その修正内容を反映

させる。 
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第３章 緊急事態における配備体制 

第１節 事故発生通報の流れ 

緊急時（警戒事態発生以降）における通報連絡体制は、次のとおりとする。 

 

 
 

 

 

 

関係町村 

ＰＡＺ：３町村 

（泊村、共和町、岩内町） 

ＵＰＺ：１０町村 

上恵内村、寿都町、蘭越 

町、ニセコ町、倶知安 

町、積丹町、古平町、 

仁木町、余市町、赤井川村 

○関係防災機関 

岩内警察署 

倶知安・余市・寿都警察署 

岩内・寿都地方消防組合消防本部 

羊蹄山ろく消防組合消防本部 

北後志消防組合消防本部 

その他の 

道内市町村 

※岩内警察署、 
岩内・寿都地方
消防組合消防
本部のみ 

避難先となる市町村 

…警戒事態 

…施設敷地緊急事態・ 

全面緊急事態・ 

原子力緊急事態宣言 

北 海 道 
総合振興局 

・振興局 

原子力規制委員会 

（泊原子力規制事務所） 

［
原
子
力
防
災
管
理
者
］ 

原
子
力
事
業
者 

○小中学校 

・赤井川小学校 

・都小学校 

・赤井川中学校 

○社会福祉施設 

・赤井川へき地保育所 

・デイサービスセンター 

・民間社会福祉施設 

○事業所 

・キロロリゾート 

・赤井川村商工会 

・その他事業所 

○一般住民 
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第２節 各事態における応急活動の内容 

 

緊急 

事態 

区分 

体制 

区分 

本部 

設置 
応 急 活 動 の 内 容 

情
報
収
集
事
態 

第
１
非
常
配
備 

 

村の配備体制 

・関係する部署の所要人員で情報収集、通報連絡を

行い、状況により原子力災害警戒本部（以下「警

戒本部」という。）の設置に移行できる体制とす

る。 

国及び道等との連携 

・国（原子力規制委員会原子力規制庁泊原子力規制

事務所）、道（道危機対策局原子力安全対策課及

び後志総合振興局地域創生部地域政策課）及び原

子力事業者等との連絡調整 

情報の収集 
・国等からの情報の収集 

・緊急時モニタリング情報、気象情報 

住民等対応 ・住民等からの問い合わせに対する対応 

警
戒
事
態 

第
２
非
常
配
備 

警
戒
本
部
の
設
置 

村の配備体制 

・災害応急対策に関係のある部署の所要人員で情報

収集、通報連絡及び応急対策を実施し、状況によ

り災害対策本部の設置に移行できる体制とする。 

国及び道等との連携 
・国、道及び原子力事業者等との連絡調整 

・オフサイトセンターの設営準備等 

事故関連情報の収集 
・事故情報の収集管理 

・緊急時モニタリング情報、気象情報 

住民広報 
・事故等情報に係る広報 

・住民等からの問い合わせに対する対応 

施
設
敷
地
緊
急
事
態
・
全
面
緊
急
事
態 

第
３
非
常
配
備 

災
害
対
策
本
部
の
設
置 

村の配備体制 
・災害応急対策に従事することができる全職員を配

備し、組織の全力を挙げて活動する体制とする。 

国及び道等との連携 

・国、道及び原子力事業者等との連絡調整 

・北海道現地災害対策本部への連絡員の派遣 

・現地事故対策連絡会議及び原子力災害合同対策協

議会への参画 

・国への専門家の派遣要請 

・国、道への必要な協力の要請等 

事故関連情報の収集 
・事故情報の収集管理 

・緊急時モニタリング情報、気象情報 

住民広報 

・事故等情報に係る広報 

・住民等相談窓口の設置、運営 

・報道機関との相互協力 

緊急時モニタリング 
・緊急時モニタリングへの協力（空間線量率の測定

及び報告） 

防護措置 

・屋内退避の準備、実施（屋内退避施設開設、住民

等の受入れ） 

・安定ヨウ素剤の配布、服用 

・原子力被災者生活支援チームとの連携 

（注）具体的な職員の配置については別紙参考資料のとおり。 
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第４章 広報及び指示伝達 

第１節 伝達手段 

住民等への広報については、次により実施する。 

(1) テレビ、ラジオ等の報道機関の緊急放送 

(2) 防災行政無線 

(3) 広報車による巡回広報 

(4) 携帯電話等へのメール配信（緊急速報エリアメールの活用） 

(5) インターネットを活用した広報 

なお、防災関係機関等に対しては、上記手段のほか、電話・ファックス等を活用し確実に伝

達するものとする。 

 

第２節 伝達経路 

 
 

（
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
） 

情
報
提
供 

要
請
・
報
道
発
表 

国 原子力災害対策本部 
原子力災害現地対策本部 

知事 
道災害対策本部長 

指示伝達・通報 

報
告 

指
示
伝
達 

副知事 
道災害対策副本部長 
兼 現地本部長 

赤井川村長 
災害対策本部長 

指
示
伝
達
・
通
報 

余
市
警
察
署 

北
後
志
消
防
組
合 

新
お
た
る
農
業
協
同
組
合 

赤
井
川
村
商
工
会 

報道機関 

後志総合 
振興局 

情
報
連
絡 

市町村 
（
広
報
車
） 

情
報
提
供 

 
 

 

一般住民等 

 

警戒区域住民 

防護対策区域住民 

指示伝達・通報 

区会長等 

情報指示伝達 

（広報車） 
（使送） 

情
報
連
絡 

報 

道 

要
請
・
報
道
発
表 

要請 

（
広
報
車
） 

通
報 

情
報 



第４章 広報及び指示伝達 

 

- 15 - 

第３節 伝達内容 

住民等への広報の内容は、おおむね次のとおりとする。 

(1) 事故の概要 

(2) 泊発電所における対策状況 

(3) 災害の現況及び今後の予測 

(4) 村及び道並びに防災関係機関の対策状況 

(5) 住民等のとるべき措置及び注意事項 

(6) 避難経路における渋滞情報等 

(7) その他必要と認める事項 

 

【情報伝達の留意点】 

・情報の提供に当たり、情報の発信元を明確にする。 

・要配慮者に配慮した情報伝達に努める。 

・観光客や通過者に対しても、関係機関と連携して広報に努める。 

・必要に応じて、住民問い合わせ窓口を設置する。 

 

第４節 避難等に関する住民等の留意事項 

避難等を実施するときは、住民等に対して、次の留意事項を正確かつ簡潔に伝え、指示の徹

底を図るものとする。 

(1) 村や関係機関等の指示を確認してから行動すること。 

(2) マスク及び外衣を着用すること。 

(3) 貴重品や着替用衣類その他各自の実情に応じて必要な物を持ち出すこと。 

(4) 電気器具のコンセントを抜き、ガス・水道（冬期間）などの元栓を止めること。 

(5) 火の始末、消灯を確認し、窓等を閉めて施錠すること。 

(6) 隣人にも避難等の指示を確認すること。 

(7) 自家用車による避難が困難な場合は、町が手配した車両等により避難すること。 

(8) 自家用車等により避難等する場合は、警察官等の誘導や交通規制など指示に従うこと。 
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■広報例文■ 

①警戒広報 

 こちらは、「ぼうさいあかいがわ」です。 
 本日午前（午後）○時○分頃、「北海道電力泊原子力発電所」で「□□□□□」事象が発
生しました。放射性物質の放出は確認されておりません。 
 住民の皆さんは、不要不急の外出を控え、今後の村からの広報やテレビ・ラジオの報道に
注意して下さい。 
 現在、村では、国や道と連携し、詳しい事故情報の収集に当たっています。詳しい情報が
入り次第、またお知らせします。 

②屋内退避指示広報 

 こちらは、「ぼうさいあかいがわ」です。 
 赤井川村原子力災害対策本部から、緊急のお知らせです。 
 ○月○日午前（午後）○時○分に発生した、「北海道電力泊原子力発電所」での「□□□
□□」事象が重大事故に至り、内閣総理大臣が、本日午前（午後）○時○分原子力緊急事態
宣言を発出しました。 
 放射性物質による被ばくから住民の皆さんを守るため、建物の中へ避難することが必要で
す。 
 住民の皆さんは、自宅や最寄りの公共施設などの建物の中に避難し、建物の窓や扉などの
開口部を全て閉めるとともに、全ての空調設備を停止してください。また、「原子力防災の
しおり」を読み、落ち着いて建物内にとどまってください。 
 赤井川村原子力災害対策本部では、引き続き詳しい情報の収集に当たっています。状況に
変化があり次第、すぐにお知らせします。 
 引き続き、今後の村の広報やテレビ・ラジオの報道に注意して下さい。 

③避難指示広報 

 こちらは、「ぼうさいあかいがわ」です。 
 赤井川村原子力災害対策本部から、重要なお知らせです。 
 「北海道電力泊原子力発電所」の重大事故により、次の地区の皆さんは、広域避難先まで
避難することとなりました。対象地区は、「○○地区、△△地区」です。避難にバス等を利
用される方は、指定された集合場所に集まって下さい。 
 
（避難対象地区に学校が含まれ、かつ平日の場合） 
 なお、学童はバスで避難所へ搬送します。避難所にて保護者へ引き渡ししますのでご承知
おきください。 
 
 また、自家用車による避難を行う方は、交通規制を遵守し、避難してください。 
 そのほかの地域の皆さんは、次の指示があるまで、引き続き、自宅などの建物の中に避難
して下さい。 
 赤井川村原子力災害対策本部では、引き続き詳しい情報の収集に当たっています。状況に
変化があり次第、すぐにお知らせします。 
 引き続き、今後の村の広報やテレビ・ラジオの報道に注意して下さい。 
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第５章 屋内退避 

第１節 屋内退避の指示基準 

屋内退避については、原子力災害対策指針で定めたＥＡＬを踏まえ、施設敷地緊急事態発生

後、国や道の指示又は独自の判断により、屋内退避の準備及び屋内退避を行う。 

なお、独自の判断を行う場合にあっては、住民等の被ばくリスクを低減するため、気象情報

（風向、風速など）や緊急時モニタリング結果等を的確に把握した上で実施する。 

 

区分 基準等 

屋内退避準備 

（ＥＡＬ（SE）） 

施設敷地緊急事態に該当するに至った場合で、国又は道から指示の

あった場合 

屋内退避 

（ＥＡＬ（GE）） 

原子力災害緊急事態宣言が発出された場合（全面緊急事態）で、国

又は道から指示のあった場合 
 

第２節 屋内退避の指示 

村は、国又は道から屋内退避の指示又は通知があったとき並びに独自の判断により、屋内退

避の指示を行うときは、余市警察署及び北後志消防組合消防本部の協力を得て、防護対策区域

内の住民等に対して速やかに屋内退避をするよう指示するものとする。 

 

※参考 知事からの屋内退避の指示又は通知の内容 

(1) 事故の概要 

(2) 原子力災害の現況と今後の予測 

(3) 講じている対策と今後とるべき措置 

(4) 屋内退避をとるべき防護対策区域 

(5) その他の必要な事項 
 

第３節 屋内退避の方法 

屋内退避は、原則として住民等が自宅内にとどまるものとする。 

(1) 村は、防護対策区域内の戸外にいる住民等に対し、速やかに自宅に戻るか、又は近く

の公共施設等に退避するよう指示するものとするとともに、ＵＰＺ内の住民避難が円滑

に実施されるよう配慮するものとする。 

(2) 村は、住民等に対して、防災行政無線、広報車、携帯電話、インターネット等の広報

手段を活用して、災害の現況、今後の予測等必要な情報及び屋内退避に係る留意事項を

広報するとともに、テレビ、ラジオ等からの情報にも留意するよう周知を図り、社会的

な混乱の防止に努めるものとする。 

(3) 村は、防護対策区域外の住民等に対しては、災害の現況等必要な情報を広報するとと

もに、防護対策区域内に立ち入らないよう指示し、テレビ、ラジオ等からの情報にも注

意するよう周知するものとする。 

(4) 村は、学校等施設の管理者や村教育委員会等と連携し、幼児、児童、生徒を迅速かつ

安全に屋内退避させるものとする。
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第４節 屋内退避の留意事項 

村は、屋内退避を実施するときは、防護対策区域内の住民等に対して、次の留意事項を正確

かつ簡潔に伝え、指示の徹底を図るものとする。 

(1) すべての窓、扉、換気口等の開口部を閉鎖すること。 

(2) すべての空調設備、ファンヒーター等を止め、外気の流入を防止すること。 

(3) できるだけ窓際を離れて屋内の中央にとどまり、テレビ、ラジオ、防災行政無線、広

報車、緊急速報メール等による村又は道からの指示、情報に留意すること。 

(4) 食料品の容器にフタをすること。 

なお、屋内に保管してある飲食物は摂取して差し支えないこと。 

(5) 帰宅した人は顔や手を洗い、着替えた衣服をビニール袋に保管し、他の衣類と区別を

すること。 

(6) 電話による問い合わせを控えること。 

(7) 貴重品や着替え用衣類その他各自の実情に応じ、避難等に必要となるものをあら

かじめ用意すること。 

(8) うわさや憶測に流されず、村からの指示に従うこと。 

(9) 屋内退避施設等へ退避するなど場合は、マスク及び外衣を着用すること。 

(10) 屋内退避を指示するに当たって、放射線の影響を受けやすい妊産婦、乳幼児及び児童

生徒を優先させること。 

 

第５節 早期避難が困難な要配慮者の屋内退避 

(1) 村は、避難等の指示があった区域内の住民のうち、病院や社会福祉施設に在所してい

ることや在宅で介護を受けていること等により早期の避難が困難な住民で、健康上の理

由等から、避難よりも一旦屋内退避を優先することが必要な場合にあっては、当該住民

に対して、気密性の向上等の放射線防護対策を講じた施設又はコンクリート建物での屋

内退避を指示するものとする。 

(2) 村は、前記(1)の屋内退避を指示した場合、防災関係機関の長に対し、当該屋内退避

を円滑に行うため、協力を要請するものとする。 

(3) 村及び道は、アの屋内退避に当たって、医薬品等を含めた支援物資の提供や住民の放

射線防護について留意するとともに、必要に応じて職員を派遣して住民の保護に当たら

せるものとする。 

(4) 村及び道は、国と協議の上、前記(1)の屋内退避を行っている住民について、避難先

での受入体制を十分に整えた後に、住民の健康状態に十分配慮しつつ、順次避難等を行

うものとする。 
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第６節 屋内退避の解除等 

村は、屋内退避の指示等を解除した場合は、次に揚げる事項について住民等に指示するもの

とする。 

(1) テレビ、ラジオ等による災害の情報及び防災行政無線、広報車、緊急速報メール等に

よる村からの指示伝達に留意すること。 

(2) 道が必要に応じて実施する健康調査等を迅速に実施できるよう協力すること。 

(3) 村から配布される被災地住民登録様式に必要事項を記載し、村が指定する期日までに

提出すること。 

 

参考：屋内退避施設（コンクリート建物） 

施 設 名 所 在 地 電話番号 
給食設備 

の有無 
退避誘導責任者及び退

避施設責任者 
対象地区 

健康支援センター 字赤井川318-1 35-2050 有 保健福祉係 
日ノ出 

中央 

母沢 

赤井川小学校 字赤井川72 34-6860 有 
教育委員会 

学校教育係 

１町内 

共栄 

富田 

１池田 

２池田 

赤井川中学校 字赤井川67 34-6861 有 
教育委員会 

学校教育係 
２町内 

旭丘 

都小学校 字都113 34-6121 有 国保衛生係 
曲川 

１都 

２都 

山村活性化支援センター 字常盤443-1 34-6669 有 介護サービス係 
落合 

常盤 
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第６章 避難等 

第１節 避難等の指示基準 

村は、事態の規模、時間的な推移に応じて、国から避難等の予防的防護措置を講じるよう指

示された場合、又は国及び道と連携し、緊急時モニタリング結果及び原子力災害対策指針を踏

まえた国の指導・助言、指示及び放射性物質による汚染状況調査に基づき、原子力災害対策指

針に基づいたＯＩＬの値を超え、又は超えるおそれがあると認められる場合は、避難又は一時

移転のための立ち退きの指示の連絡、確認等必要な緊急事態応急対策を実施する。 

 

第２節 避難先等 

避難等に係る地区別の集合場所（自家用車避難者を除く。）及び避難先（一時滞在場所を含む。）

は次のとおりとする。 

地 区 名 集 合 場 所 
避難誘導 

責任者 
避 難 先 

避難所 

責任者 

日ノ出、中央、母沢 健康支援センター 保健福祉係 

キロロリゾート 

赤井川村字常盤128-1 

TEL 0135-34-7111 

(一時滞在場所) 

同上 宴会場、 

その他施設 

保健福祉係 

及び 

キロロリゾート 

安全衛生推進室長 

１町内、共栄、富田、 

１池田、２池田 
赤井川小学校 

教育委員会 

学校教育係 

２町内、旭丘 赤井川中学校 
教育委員会 

学校教育係 

曲川、１都、２都 都小学校 国保衛生係 

落合、常盤 山村活性化支援センター 介護サービス係 

 

第３節 避難等手段の決定 

避難等は、バス等による車両輸送、航空輸送のほか自家用車によるものとする。 

国から避難指示案を伝達された場合は、あらかじめ把握した住民の避難手段を踏まえ、当該

指示案に対する意見を述べることともに、道と連携し、住民の避難 等に必要な支援を国に

要請する。 

本計画においては、陸路による避難を標準とするが、道路状況（道路寸断、渋滞等）により、

陸路による避難が困難な場合は、原子力災害合同対策協議会において、国や道と協議し、避難

手段を決定するものとする。 

１．バス等 

自家用車等の避難手段を持たない住民は、村が指定する集合場所に集合（原則、徒歩）

した上で、村が確保したバス等及び国や道の支援により確保したバス等により、避難等を

行う。 
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２．自家用車等 

自家用車等による避難等を行う住民にあっては、村から特段の指示がない限り、本計画

に定める避難ルートを通行するものとし、警察による交通誘導などを遵守し、安全運転で

避難を行う。 

 

第４節 避難等誘導 

村は、避難等の措置を講じた場合は、避難誘導責任者、避難所責任者から報告を受け、戸別

訪問、避難所における確認等、あらかじめ定めた方法により住民等の避難状況を確認し、取り

まとめるものとする。 

また、村は、防災関係機関の長に対し、避難等を円滑に行うため、協力を要請するとともに、

あらかじめ指定したホテル施設等、避難経路等を周知するものとする。 

 

第５節 避難等ルート 

避難等に当たっては、多数の車両が避難先等に集中することが想定されるため、あらかじめ

地区単位で、次のとおり避難経路パターンを設定する。 

なお、緊急時モニタリング結果や道路状況（道路寸断、渋滞等）などにより、これにより難

い場合は、原子力災害合同対策協議会において、国や道と協議し、避難ルートを決定する。 

 

 

日ノ出、中央、母沢、１町内、２町内、共栄、富田、１池田、２池田、旭丘地区 

道道余市赤井川線（36 号） 

曲川地区 

道道仁木赤井川線（1022 号） 

１都、２都地区 

国道 393 号線 

落合、常盤地区 

国道 393 号線 

 

 

 

 

 

 

 

避難退域時検査場所：駐車場・ロビー等 

避難先（一次滞在場所を含む。）：宴会場、その他施設 

施設内 

キロロリゾート 
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【避難経路図】 

（令和３年 11月） 

 

 

 

第６節 避難ルート上の避難退域時検査場所 

村は、道と連携し、避難住民等を対象とした避難退域時検査を行うとともに、汚染者の情報

の収集、拭き取り等の簡易な除染等の処置及び医療機関への搬送を行うものとする。 

なお、今後、道において原子力災害医療活動実施要領の見直しがあった場合には、その修正

内容を反映するものとする。 

 

第７節 自家用車避難の留意事項 

村は、自家用車によって避難する住民等に対して、次の留意事項を正確かつ簡潔に伝え、指

示の徹底を図るものとする。 

(1) 村からの指示を待って、避難を行うこと。 

(2) 交通誘導等に従い、安全運転で一時滞在場所に向かうこと。 

(3) 避難に使用する自家用車等の燃料は常に満タンにするよう心がけること。 
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第８節 バス等による輸送計画 

番号 区分 大型 中型 小型 計 輸送人数 備 考 

１ 村民間バス 2（53） 
3(33) 

1(42) 
 6 342 ｷﾛﾛｱﾘｿﾞｰﾄ所有 

２ 村所有バス  1(28)  1 28 赤井川ハイヤー官貸車 

合計 2 5  7 370  

※ バスの台数は、大型：45 人以上、中型：28 人以上、小型：25人以上として計算する。 

※ 避難先が村内の施設のため、上記によりピストン輸送を想定している。事情により村内の

バスが利用できない場合、国及び道へ上記と同数のバスを支援要請する。 

※ 避難の輸送は、多数の車両（バス、自家用車等）が避難エリア等に集中することが想定さ

れるため、道が行う避難時間推計シミュレーション結果を参考に、必要な修正を行う。 

 

第９節 要配慮者への対応 

１．学校の児童・生徒、保育所の幼児 

学校の児童、生徒等の在校時において災害が発生した場合は、原則、下校させるものと

する。ただし、下校させることが困難なときは、教員等の監督のもと、学校施設等にとど

まらせることとし、保護者等の迎えがあり次第、引き渡すものとする。 

２．社会福祉施設の入所者 

バス等による避難等が可能な社会福祉施設の入所者は、各施設で所有する車両等、村が

手配するバス等及び国や道の支援を受けたバス等により避難等を行う。 

なお、バス等による避難等が困難な入所者等にあっては、国や道の支援を受けた救急車

等の車両又はヘリコプターにより搬送することとなるが、搬送手段が確保されるまでの間

は、当該施設又は屋内退避施設において、屋内退避を行うものとする。 

３．在宅要介護高齢者・障がい者 

自家用車やバス等による避難等が可能な要介護者等にあっては、自家用車及び国や道の

支援を受けたバス等により避難等を行う。 

なお、自家用車やバス等による避難等が困難な要介護者等にあっては、国や道の支援を

受けた救急車等の車両又はヘリコプターにより搬送することとなるが、搬送手段が確保さ

れるまでの間は、自宅又は屋内退避施設において、屋内退避を行うものとする。 

４．外国人 

泊発電所における事故概要や避難等の指示等の情報が正しく伝わるよう、やさしい日本

語や英語等を用いて、適切に情報提供を行うこととする。 
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第10節 一時滞在者への対応 

観光客等の一時滞在者については、集客施設等との協力のもと、災害情報や必要な防護措置

等の的確な情報提供に努め、早期の帰宅を求めることとし、早期帰宅が困難な場合には、屋内

退避施設等への避難を促すものとする。また、宿泊事業者等に対して施設を利用する観光客等

への情報伝達や、利用人数や移動手段の有無などの状況把握、避難誘導などの対応を要請する

ものとする。 

また、道と連携し、宿泊事業者と協力しながら外国人観光客等に配慮した情報伝達を行うも

のとする。 

 

第11節 避難の解除等 

(1) 村は、避難の指示等を解除した場合は、次に揚げる事項について住民等に指示するも

のとする。 

ア テレビ、ラジオ等による災害の情報及び広報車、緊急速報メール等による村からの

指示伝達に留意すること。 

イ 道が必要に応じて実施する健康調査等が迅速に処理できるよう協力すること。 

ウ 村から配布される被災地住民登録様式に必要事項を記載し、村が指定する期日まで

に提出すること。 

(2) 避難誘導責任者は、村が手配するバス等により、避難等の要領に準じて住民等を当該

区域の集合場所に輸送するとともに、必要に応じて要配慮者の帰宅支援を行うものとす

る。 

(3) 避難所責任者は、避難所を閉鎖するときは、施設内の清掃、火気の点検を行い、避難

所施設管理者の確認を受けるとともに、災害対策本部へ直ちに報告するものとする。 
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第７章 安定ヨウ素剤の服用 

村は、道と連携し、原子力規制委員会の判断に基づく原子力災害対策本部からの指示に基づ

き、又は独自の判断により、住民等に対し、安定ヨウ素剤の配布及び服用の指示を行うものと

する。 

なお、配布・服用に際しては、道が別に定める手続きに基づき、原則として医師の関与のも

とで速やかな配布・服用を指示するとともに、副作用等への対処体制を確保するものとする。 

 

 

第８章 飲食物の摂取制限 

村は、原子力災害対策指針に基づいたＯＩＬの値や食品衛生法上の基準値を踏まえた国及び

道の指導・助言及び指示に基づき、飲食物の出荷制限、摂取制限等及びこれらの解除を実施す

るものとする。 

 

 

第９章 救急医療体制 

原子力災害医療協力機関である小樽市立病院は、緊急時において、汚染の有無にかかわらず

搬送されてきた患者に対して、一般の救急医療の対象となる傷病への対応（避難指示を受け、

避難所等に避難する住民等で一般傷病者として救急診療が必要になった場合の対応を含む。）を

含む初期診療をすることとされていることから、住民等の一般傷病者に対する救急医療につい

て、北後志消防組合と連携して対応するものとする。 
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第 10 章 原子力災害発生時における感染症の対応方針 

 

第１節 目的 

新型コロナウイルス感染症等の感染症流行下において原子力災害が発生した場合、道及び村

は、必要に応じて次の感染症対策を講じながら防護措置を実施する。 

なお、本章は令和２年12月の北海道の「感染症流行下での原子力災害発生時における対応方

針」に基づいたものとなっている。 

 

第２節 感染症対策 

１．バス等における避難時 

(1) バス集合場所での対応 

ア 受付時にマスクの着用確認や手指消毒を実施するとともに、検温や住民等からの申

告により、発熱、咳等の症状がある者や濃厚接触者など感染の疑いがある者（以下「感

染疑い者」という。）の確認（以下「健康確認」という。）を行う。 

イ 人と人との距離を確保するとともに、感染疑い者とそれ以外の者とはスペースを分

離する。 

ウ 密集等を避けるため、集合時間帯を分けるなど、必要に応じ住民の集合を分散化す

る。 

(2) 車両内での対応 

ア マスクの着用及び手指消毒を実施するとともに、必要に応じて座席の間隔を空けて

着席する。また、乗務員と住民との距離を可能な限り離すなど飛沫感染防止策を講ず

る。 

イ 全面緊急事態以降に避難する場合は、放射性物質が放出される事態に備え、UPZ 内を

越えるまで原則換気はしない。（自家用車による避難の際も同様。） 

ウ 感染疑い者とそれ以外の者については、車両を分けて避難することとし、やむを得

ず同一の車両で避難する場合は、十分な間隔を確保する、ビニールシート等で車内を

区切る等の対策を講ずる。  

また、感染疑い者については、必要に応じて保健所と連携し対応する。 

２．屋内退避時 

(1) 放射性物質による被ばくを避けるため、屋内退避の指示が出ている間は原則換気はし

ない。 

(2) 放射線防護施設や指定避難所､医療機関や社会福祉施設等での屋内退避に当たっては､

マスクの着用確認や手指消毒、健康確認、人と人との距離の確保や、感染疑い者とそれ

以外の者とのスペースの分離等の措置を講ずるものとし、これらの実施が困難な場合は、

道や関係町村の調整により UPZ 外の避難先へあらかじめ避難を行う。 
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３．避難退域時検査場所 

住民検査及び簡易除染については、感染疑い者とそれ以外の者の分離や人と人との距離

の確保などの対策を講ずるものとし、密集を避けるため十分に換気が可能な会場を優先し

て開設し、必要に応じて検査場所を増設する。 

４．安定ヨウ素剤の緊急配布 

自家用車による避難の場合には、住民が車両から降車せずに受け取ることを可能とする

など、密集を避けることができる配布方法とする。 

５．一時滞在場所及び避難先ホテル等 

(1) 受付時に自家用車避難者の健康確認を実施する。また、換気の実施や感染疑い者とそ

れ以外の者の分離、人と人との距離の確保など、「北海道版避難所マニュアル」等を踏

まえた感染症対策を講ずる。 

(2) 感染症の流行の状況に応じて、周辺市町村長に対し、感染疑い者専用の一時滞在場所

の設置を要請する。 

６．その他 

(1) マスク着用や手指消毒、自己の健康状態の把握や大声での会話を控える等の基本的な

感染症対策の徹底や感染症対策用品の持参等について住民等へ周知するものとする。 

(2) 感染が確認された者については、保健所と連携し対応する。 

(3) 本方針に定めるもののほか、感染症対策に必要な事項は、国の関係通知等の内容を踏

まえて適切に対応する。 
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別紙 参考資料 

 

体制区分別の職員配置 

 

◇第１非常配備 

配備課等 配備職員等 

総務課 
総務課長、総務課主幹、総務係長、企画地域振興係長、 

財務係長、税務係長 

 

◇第２非常配備 

配備課等 配備職員等 

警戒本部長 村長 

警戒副本部長 副村長 

本部付 教育長 

総務課 
総務課長、総務課主幹、総務係長、企画地域振興係長、 

財務係長、税務係長、税務係員（モニタリング） 

建設課 建設課長、土木係長、水道係長 

保健福祉課 
保健福祉課長、保健福祉係長、国保衛生係、 

介護サービス係長、介護保険係 

その他 
出納課長、介護保険課長、産業課長、教育委員会次長、 

議会事務局長 

 

◇第３非常配備（全職員） 

対策部等 対策班・配備職員等 

本部長 村長 

副本部長 副村長 

総務対策部 

部 長：総務課長 

副部長：総務課主幹 

〃 ：総務係長 

総務班（班長：企画地域振興係長） 

企画地域振興係 

総務係 

住民係 

管財班（班長：財務係長） 
財務係 

税務係 

民生対策部 

部 長：保健福祉課長 

副部長：介護保険課長 

福祉班（班長：保健福祉係長） 

保健福祉係 

国保衛生係 

介護サービス係 

介護保険係 

経済対策部 

部 長：産業課長 

副部長：出納課長 

農政班（班長：土地改良係長） 
農政係 

土地改良係 

産業班（班長：産業係長） 
産業係 

農地係 

建設・水道対策部 

部 長：建設課長 

副部長：議会事務局長 

建設班（班長：土木係長） 
土木係 

建築係 

水道班（班長：水道係長） 水道係 

教育対策部 

部 長：教育長 

副部長：教育委員会次長 

教育班（班長：学校教育係長） 

総務係 

学校教育係 

社会教育係 

 ※避難誘導については駐在所長、消防職・団員が担う。



 

 

 


